ＯＨＳ・ＭＳへの招待

(含ILOガイドラインの要約)

まえがき

ＯＨＳ・ＭＳ（Occupatinal－health－safety・management―system）「ＩＬＯではOSH・MSという」とは､職場における労働者の安全と健康に係わる施策を､どのようにして改善し､快適職場を形成するかというを、システムとして確立して、系統的に運用して進めるかということを、確立するために行なうものである。と解釈します。（矢島）

その由来は､ISO（Ｉnternatinal　Organization　for　Standardization）の動きに左右され、さらに、ILO(主導)､ＥＣの動き等に､新しい安全衛生の傾向が見られるので、わが国としても遅れをとつてはいけない世界的な動向になつてまいりました。

先導的な意味を含めて､積極的にこれらの動きに対して関与する必要が出てまいりました｡このために、「ＯＨＳ・ＭＳの指針」（H11．4．30）が制定され、実施の運びになりました。

この指針の骨子は、「労働安全衛生法」にあることはいうまでもありません。しかし、具体的な安全衛生の進め方として､その内容をシステム化し、系統的に安全衛生を進めるためには､最も有用なものと考えられています。

プロセスの内容としては、ＰＤＣＡ（Plan,do,Check,Act）のサイクルを回しながら継続的に安全衛生の水準を向上しようとしたものです。各段階における施策も科学的に検討して進められるような形になつています。評価して､改善した結果が次のサイクルのベースになるようになっています。元々安全衛生の施策には、到達点というものがありません。また、その内容は経営に直結したものでなければなりません。

（注解）ＰＤＣＡは、ｐ（方針・計画）、Ｄ（実施と運用）、Ｃ（点検と是正）、Ａ（経営によるレビューと改善）、

具体的な実施内容は､安全衛生法関連規則等を基として､在来の手法をそのまま踏襲して、

新たな科学的な方式により、より一層の効果を期待するものです。その中には、労働に伴う安全衛生ばかりではなく､機器等の災害・事故等の防止にも施策を広げる必要があります。

また、これらの内容は､自主管理が原則ですから、ＯＨＳ・ＭＳの大綱をよく理解して実施に取り組む必要があります。このような趣旨に則り、この概要について以下説明してみたいとおもいます。
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1 OHS・ＭＳの推進

1－1　労働安全衛生法とOHS・ＭＳ指針

労働安全衛生法並びに関係法令において規定されている内容は、規制内容としては立派なものです。個々についての細かい規制はなされていますが、体系的なシステム化がなされていません。

このような内容に照らして、ＩＳＯやＩＬＯの動向を踏まえて、OHS・ＭＳを制度化して労働安全衛生法並びに関係法令の一環とする試みが必要になってきました。また、欧米各国から遅れをとらないためにも、このための指針を制定する必要が生じてきました。

したがって、OHS・ＭＳ指針（H11．4．30）は、これからの労働安全衛生を進めるための骨子が盛られ、制度化するための組織的なシステム化が計られています｡しかしながら、

全ての企業においてこの制度を受け入れるには、若干の難があります。このために、強制力を持たず受け入れられるところから、導入するようになっています。

この指針は、日本独自のものではなく、世界的な傾向を踏まえて、現存する「労働安全衛生法」を補完するための指針になつていることを忘れてはいけないところです。このために、これから進められる欧米各国の動向を踏まえて有用な施策は､積極的に取り入れるようにしなければなりません。

このような意味から、OHS・ＭＳ指針の体系と課題について検討し、あわせて我々の考え方を共有するための考慮点を記述してみたいと思います。

1－2　 OHS・ＭＳのポイント

「労働安全衛生マネジメントシステムに関する指針」は､第1条から第17条まであり、この指針をスムースに進めるために､通達として「解釈」（基発第293号H11.4.30）が出され、具体的な内容を解説しています。その大要は図1で示されます。

翻って諸外国の状況を見てみますと、イギリス、オランダ、オーストラリア等において、OHS　MSの指針等が公表されているほか、他の幾つかの国においても開発が進められています。ということは、国際的な新しい潮流を形成しつつあるものとみられます。

本システムの概要を示すと、その流れは図1に示されるとおりですが、要点はつぎのとおりです。

（1） 方針の表明（労働者の協力、労働安全衛生法令の遵守）

（2） 危険性と有害性の特定（顕在的-潜在的の内容を特定）

（3） 目標の設定（達成可能な方法で設定）

（4） 目標達成のための実施事項の計画（予算を含め、達成可能で年間計画）

（5） 計画の実施及び運用（実施の手順を定め、システムとして運用）

（6） 日常的な点検及び改善（実施状況の点検、改善の推進）

（7） システム監査の実施と改善（部外による監査を含めて検討）

（8） 定期的に全般の見直し（記録の補完、見直しを行い反映）

（9） （1）から（8）までを連続的かつ継続的に実施

　とりもなおさず、図1による「PDCA」（Plan　Do　Check　Act）のサイクルを完成させることです。そして、総体的に安全衛生水準の向上を図っていこうとするものです。安全衛生の施策は、「到達点」はなく、サイクルの到達点ということになります。そして、次のサイクルでステップアップされた目標を設定するようにします。図1の中で、主な点について検討してみます。
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図1　安全衛生マネージネントシステムの流れ図

1－3　ＯＨＳ・ＭＳの課題（危険性及び有害性）

　現在、危険性及び有害性の排除の方法としては、セーフティアセスメント（Safety

assessment）とリスクアセスメント（Risk　assessment）があります。

セーフティアセスメントは日本でもメーカにおけるフェールセイフ等に応用されていますし、事新しいことでもありません。危険性及び有害性を特定して、その内容を科学的に優先順位等を決めようとすると「リスクアセスメント」の手法をとらなければなりません。その前に、危険性及び有害性を特定するための方法について検討してみましょう。特定するための方法には次のようなことを考えます｡

（1） 現に災害が発生しているもの

（2） 有害性が認められているもの

（3） 重大災害が憂慮されるヒヤリハット事項

（4） 危険及び有害の可能性の有るもの

（５）　取上げる必要のあるもの等

　ここに上げたものは、一つの例ですから実態に即して、委員会等の収集意見等を基として集約します。

1－3－1　特定

「危険又は有害要因の特定及び実施事項の特定」には、予め選定された項目から特定します。その主なものを上げると次のようなものです。

（1） 法令等で規定された措置の実施

（2） 機械、設備等の安全装置の設備

（3） 無害又は有害性の低い化学物質への変更

（4） 局所排気装置の設置

（5） 作業方法・作業手順の改善

（6） 安全衛生教育の実施

　これらのものから、問題点を抽出して選定することとなります。勿論この際は、関係部署の意見を聴取し、反映します。

1―3―2　目標の設定

　安全衛生管理方針による目標の設定に当たっては、特定要因を踏まえるほか、過去の実施及び運用状況、目標の達成状況、災害の発生状況等も考慮します。そして、計画の作成に移っていきます。この際、労働者の意見の反映も行います。

特定―目標設定―計画の作成並びに実施及び運用には、リスクアセスメントやセイフティアセスメントによる要素を織り込んだものが必要になります。

次いでリスクアセスメントについて記述します。

2 リスクアセスメント

2－1　リスクアセスメントのポイント

　リスクアセスメントは危険又は有害性の特定により、これを定量的に評価し、計画｡実施するための手法です。最も一般的な方法について検討します。

1 災害要因を特定する。

2 災害の可能性を推測する。

3 特定作業の評価を示す。

　この中には、リスク対応の容易なものと容易でないものとがあります。評価の求め易いものとしては次のようなものがあります。

1 危険物と点火源との兼ね合い

2 電気の活線及び活線近接作業

3 高所作業

4 安全装置の不備なものの作業

5 危険性が示されている特定作業

6 災害事例の多い作業

（ISO／IEC　GUIDE51：TAGSAFETY　N31,JAN，1997；Safetyaspects）
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（Safety）（Freedom　from　unacceptable　risk　of　harm）


	Danger（危険）

許容可能リスク

よりは高い

リスクの存在

	Safety（安全）

許容可能リスク

よりは高くない

残存リスク


	許容可能

リスク



（1）

　　　　
（2）

	残存リスク

	防護手段なしの

リスク


（3）


（実際のリスクの低減）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リスク

低い　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高い

図2　安全に関する基本的な考え方

　図2については、リスクの実態を理解するために示したもので、次のようなことが付け加えられています｡

①　許容可能リスク（Tolerable　risk）は、危険な状況に対する現在の社会的価値観によって変わる場合がある｡

②　防護手段無しのリスクは、通常、許容可能リスクより大きいけれども、許容リスクと同等であることがある。

③　残存リスクは、リスク低減プロセス後に残存するリスクである。このリスクは、許容可能リスクより小さいか、又は同等である。

　傷害（Ham）：資産又は環境上の被害の結果として直接、又は間接的に人体が受ける物理的傷害

　図3については、「機械の安全設計を行なうための手順」です。このようなマニュアルやフローチャートを使っても残存リスクは必ず残ります｡許容リスクにならなければ、リスク低減のため、フィードバックして検討することになります。
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図3　リスクアセスメントの手順（ISO／IECガイド51より）
2－2　評価の方法

観念的に評価すれば、全ての計画にEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps10 \o\ad(\s\up 9(そ),齟)齬をきたすようになります。科学的に評価するには、危険性に対する評価を行い、評価点をつけ、その点数により危険性の順位を付ける必要があります。評価点数そのものが、我々が想定したものですから、100％完全なものではありません。しかし、幾つかの評価指数を合計すれば、より正当性が成り立つわけです。

このような観点に立って要点を記述してみましょう。次の3点法により評価方法を説明します｡定量的な評価法によります。表1・リスクの評価表、表2・「傷害の程度」の基準、表3・「危険な作業の頻度」の基準、表4・「災害発生の可能性」の基準、表5・総合評価によるリスクレベルです。この内容は一例を示すものです。

	リスクレベル
	評価点の合計
	判定の結果
	備考

	Ⅳ
	14～20
	許容できない
	死亡事故等が該当

	Ⅲ
	11～13
	重大な問題がある
	重傷の可能性

	Ⅱ
	8～10
	問題が多い
	怪我をする可能性

	Ⅰ
	3～7
	無視できる
	


表1　リスクの評価表

ひどさ

	どさひ
	評価点
	傷害の内容（程度）

	致命傷
	10
	死亡又は手足の切断、失明等の重大な災害（傷害等級8級以上）を発生しうる危険性。　例えば、高圧電気のによる感電、高所よりの転落等、その他あり。

	重要のリスク
	6
	骨折、神経系統等入院の必要な怪我、又は結果的に傷害が、9～14級となるような危険性。　例えば、感電により倒れ負傷、その他あり。

	中程度のリスク
	3
	医師の処置が必要な怪我の危険性

	軽度のリスク
	1
	労働継続が可能な程度の危険性


表2　「傷害の程度」の基準

　3点法と言いますのは、ひどさ、頻度、可能性について、それぞれの危険レベルの評価点をつけ、その合計点により危険レベルを設定しようとする試みです。その結果に基づき、総合点の高いものから（表5総合評価によるリスクレベル）アクションを取っていこうとするものです。

　リスクの評価点はリスクレベルⅣかⅢは放置することはできません。直ちにアクションを取る必要があります。アクションの内容としては、安全作業手順の実行という教育レベルのものから、大掛かりな安全装置の取設まで、様々な内容が含まれます｡重要性の差は有りません｡

頻度
	作業頻度
	評価点
	作業形態
	作業内容
	トラブルの模様

	月1回
	4
	月例点検
	各種の危険作業で、点検のためしばしば危険点へ接近する。例えば、危険物、電気等
	危険源に接触して、救急措置が必要

	年1回

（頻度は多い）
	3
	年次点検
	各種の危険点に接近する作業で、頻度の少ないもの。例えば、清掃作業等
	危険源に接触して、救急措置が必要

	年1回

（頻度は多い）
	3
	年次点検
	各種の定期的な試験作業で、危険点に接近する作業。
	危険源に接触して、救急措置が必要

	記事　これらの内容の作業は、その多くは、作業時着用の保護具を省略したものです。評価点の低い3は、作業

　　　頻度が少ないためで、危険度が低いためではない。


表3　「危険な作業の頻度」の基準

可能性

	災害の可能性
	評価点
	危険検知の可能性
	危険回避の可能性

	確実に起こる
	6
	災害が発生するまで危険を検知する方法がない。
	危険に気が付いた時点では、誰でも回避できない。

	可能性が高い
	4
	他の作業に集中していたり、経験が乏しいと注意が足りないため、危険が判らない
	作業手順にしたがって作業を進めれば、回避可能である。未経験者は可能性が高い｡

	可能性がある
	2
	危険源に注意を集中していれば、危険は回避できる。
	危険性を熟知して、留意すれば回避できる。

	ほとんど無い
	1
	安全作業手順を励行し、保護具を着用していけば安全に作業できる。
	危険性を熟知して、手抜き作業をやらない。


表4　「災害発生の可能性」の基準

　表1～4により、ある特定の作業に対して評価点を出して見ましょう｡表5を参照して下さい。

　危険性作業の特定された内容の中に洩れがあってはなりません。このためには、多くの人の情報を取り入れます。

①　過去における災害の実績を詳細に取り入れます。

②　安全衛生委員会、打合会等の意見を収集します。

③　ヒヤリ、ハットの事例を取り入れます。

④　他からの情報を収集します。

	作業内容
	リスク

レベル

Ⅰ～Ⅳ
	評価点

の

合計
	危険性の評価点

	
	
	
	ひどさ
	作業頻度
	可能性

	
	
	
	ａ
	ｂ
	ｃ

	1　危険物等取り扱い作業で、手順無し

　保護具無し、自己流の作業。
	Ⅲ
	11～13
	6
	3
	2～4

	2　高圧電気の活線又は近接作業で、保

　護具無し、単独作業。
	Ⅳ
	16～18
	10
	4
	2～4

	3 1,2の作業で、安全作業手順遵守、

　保護具着用、安全確保。
	Ⅰ
	5
	1
	3
	1


表5　「特定の作業」の総合評価によるリスクレベル

2－3進め方

　このようにして評価点を出して、作業の順位を決めて、実際の作業計画を立てます｡作業計画を立てても次の点が考慮されていないと「絵に描いた餅」になってしまいます。

①　体制ができていること。

2 予算が考慮されている。

3 ＯＨＳ・ＭＳのPDCAサイクルの確立

　実施⇒記録⇒効果⇒見直し
3　システム監査とコンサルタント

3－1　システム監査の必要性
実施効果やシステムの動きを監査することは極めて大事な要素です。システム監査は、指針第15条において「事業者は、定期的にシステム監査の計画を作成し、システム監査を実施する手順を定めるとと共に、この手順にに基づき、システム監査を実施するものとする。」と定められています。

この監査は、自社で実施してもよいですが、依頼元とのコミュニケーションを図る必要があります。

監査の目的は、主として次のとおりです。

1 ＯＨＳ監査基準に対して被監査者のOHSマネージメントシステムの適合性を判定す

　る。

2 被監査者のOHSマネージメントシステムが適切に実施され維持されてきたかを判定

　する。

3 被監査者のOHSマネージメントシステムの改善の可能性のある部分を特定する。

4 OHSマネージメントシステムの継続的な適切性及び有効性を確実にするために、事業

　者による内部見直しのプロセスの効果を評価する。

5 その他

となっています。

監査の形式には、次の3点があります。

①　内部監査　　　　　組織が行なうものです。コンサルタントに依頼して行うものは、


ここに入る。

②　準内部監査　　　　親企業が子会社に、本社が工場に対して行なうものです。

③　部外監査
専門者が行なうもの、審査機関が企業に対して行なうもの

ここでは、監査員の素質について触れてみたいと思います。

監査員には、個人的な各種の資質や技能が求められます。その内容を次に示します。

1 OHSマネージメントシステムの概念や考え方を、口頭や文書で明確に表現する能力。

2 監査の効果的、かつ、効率的な実行に役立つ対人関係の技能、例えば、外交性、気転及び聞き取る能力など

3 監査員の責任を達成するための十分な独立性と客観性を維持する能力

4 監査の効果的、かつ、効率的な実行に必要な組織力の能力

5 客観的証拠に基づき適切な判断を行う能力

6 監査を実行する企業の慣例及び文化に感受性を持って対応する能力

7 その他

このような資質が求められていますが、外部のコンサルタントに依頼した時、このような内容を十分満たしてくれるものと思います。

監査員の留意点としては次のような点が上げられます。

1 チェックリストを活用する。

2 質問事項は短く、明確にする。

3 適切な人に、適切な質問をする。

4 文書（手順）、記録、運用状況を確認する。

5 確認事項の結果（監査所見）をチェックリストに記入する。

6 監査時間を守る。（サンプリング監査）

この他、監査のための準備、監査計画の作成等が必要になります。

3－2　コンサルタントの有用性

　(社)　日本労働安全衛生コンサルタント会所属の会員である「労働安全コンサルタント」又は「労働衛生コンサルタント」は、労働安全衛生法によつて、企業等の依頼を受け、安全及び衛生の診断及び指導を行うことを業としています。この際、コンサルタントは独立して、報酬を得て業を行うものです。

ＯＨＳ・ＭＳによる「システム監査」については、(社)　日本労働安全衛生コンサルタント会において、「平成11年度の労働安全衛生マネージメントシステム監査員養成研修」を行い全課程を修了したものに「終了証」を交付して認証しています。

したがつて、研修課程を終えたものが、「システム監査」の依頼を受け、これを行うようになっています。

コンサルタントは本会の倫理規定に基づき行動し、ことに秘密厳守をモットーに誠実に業を行います。さらに、学識、経験、資質等を十分に備えております。そのような意味において、独立した第三者の立場にたって「システム監査」を行うことができます。ご活用願いたいと思います。

3－3　システム構築について

労働安全衛生マネージメントシステムに係わる

IＬOガイドラインの要約

2001・8・4　　厚生労働省国際室長　　佐々木元茂　　講演資料

本資料は、労働安全研修会における講演資料です。

　　　　　　　　　　　　　　　　ここにOSHMSとは，OHSMSと同義語です。

前文

　事業場レベルの危険有害要因及びリスクの低減並びに生産性向上に係わるOSHMSの積極的な意義は、現在、政府、使用者及び労働者に認識されている。

　OSHMSについてのILOのガイドラインは、ILOの3者厚生の各構成員により、国際的に合意され、明確にされた原理を踏まえて策定された。この3者構成による対応は、強靭さ、弾力性及び事業場における継続可能な安全文化の育成のための適切な基礎を与えるものである。このように、ILOは、OSHMSについての自主的なガイドラインを策定したが、これは、ILOの存在意義と労働者の安全と健康を確保するにふさわしい手段を提示するものである。

　このガイドラインは、労働安全衛生管理に責任を有するすべての者が使用することを意図したものである。また、このガイドラインは、法的な拘束力をもつものでなく、国の法令や基準に置き換わることを意図されたものでもない。さらに、その適用において，認証を求めるものでもない。

　労働安全衛生について組織的に対応することは、事業者の責任であり、義務である。OSHMSを実施することは，義務を全うするための一つの有力な手段である。

　ILOは、このガイドラインを実際的な手法として設計したが、これは、OSH対策の継続的な改善の達成の手段を提示することで，事業場や権限のある機関を支援しようとするものである。

1　　目的

1．1 危険有害要因及びリスクからの労働者の保護や労働災害の根絶等に寄与すること。

1．2 国レベルでの本カイドラインの目的

国のOSHMSの枠組みの確立に使用されること。

自主的な仕組みの開発のための手引き(guidance)を提供すること。

1．3 事業場レベルでの本ガイドラインの目的

事業場のOSHMSの各要素についての手引きを提供すること。

事業場の関係者にOHSMS管理の原則及び方法を適用することを動機付けを与えること。

2 国のOSHMSの枠組み

2．1 国の方針(national policy)

2.1.1　権限ある機関(Competent　institution　or　institutions)が指名され、当該機関が事業場におけるOSHMSの構築及び実施に当っての一貫した方針の策定、実施及び定期的な見直しわ行なうこと。また、この際、次の者の意見を聴くものとすること。

1 最も代表的な労働組合

2 最も代表的な事業者団体

3 その他の関係団体等

2.１.２　OSHMSについての国としての方針は、一般原則と手続きを定めたものであること。

2.１.2.ａ　事業場のすべての管理の一環としてOSHMSの実施及び統合を促進すること。

2.1.2.b　国及び事業場レベルでのOSH活動の体系的な統合、計画、実施及び改善のための自主的な仕組みを推進し、及び改善すること。

2.1.2.c　事業場レベルでの労働者及びその代表の参加を促進すること。

2.1.2.d　不必要な官僚主義、管理及び費用を避けながら継続的な改善を実施すること。

2.1.2,e　労働監督機関、労働安全衛生サービス機関，その他のサービス機関による，事業場に対するOSHMSの協力支援の仕組みを促進するとともに、これらの活動を労働安全衛生マネージメントの一貫した枠組みの中に組み入れるようにすること。

2.1.2.f　適当な間隔で国の方針及び枠組みの効果を評価すること。

2.1.2.g　適当な方法により、OSHMS及びその実施の効果を費用かし、公表すること。

2.1.2.h　事業場に直接雇用されている労働者(臨時の労働者を含む)に適用される安全衛生の要求事項と同様のものが請負事業者及びその労働者に適用されることを確保すること。

2.1.3　権限ある機関は、次の目的のためのOSHMSについての国としての枠組みを確立すること。

2.3.3,a　様々な機関の各機能や責任を決定するとともに，各機関の間の必要な協力を確保するための仕組み作りを行なうこと。

2.3,3.b　国のガイドラインを公表し、定期的に見直しを行なうこと。

2.3.3.c　業種別・規模別OHSMSガイドラインの準備及び実施に責任の有する機関の指定及びそれぞれの責任内容についての基準を定めること｡

2.3.3.d　手引きが事業者、労働者及びそれらの代表に利用できることを確保すること。

2.1.4　権限ある機関は、事業場がOSHMSを実施することを奨励し、支援するため、仕組みを定め，労働監督機関、労働安全衛生サービス機関等に手引きを提供すること。

2.2 国のガイドライ(national guidelines)

2.2.1　国の実情や習慣を考慮し、モデル(第3章)に基づき精査されること。

2.2.2　ILOのガイドライン、国のガイドライン及び業種別・規模別OSHMSガイドラインの間で整合性が確保されるべきであり。事業場レベルで直接ILOのガイドラインを適用することが選択できるように弾力的に設計されること。

2.3 業種別・規模別ガイドライン(tailored guidelines)

2.3.1 業種別・規模別OSHMSガイドラインは、ILOガイドラインの全般的な目的を反映しながら、国のガイドラインの一般的な要素を含むべきであり、特に、次のじこうを考慮しながら、事業場や事業場集団の特殊な実情や必要性を反映するようにして設計されるべきであること。

2.3.1.a　その規模(大規模、中規模及び小規模)及び構造

2.3.1.b　危険有害要因の型及びリスクの程度

2.3.2 OSHMSの枠組みについて図示したこと。(図省略)

3 事業場におけるＯＳＨＭＳ

　労働安全衛生は，使用者の責任であり、義務であること。事業場におけるOSH活動の強力なリーダシップと責任を示すとともに、OSHMSの確立のための適切な仕組みづくりを行なうこと。OSHMSは，主要な要素である(計画・実施・評価・改善)を含むものとすること。(図省略)　以下大項目のみ示し，詳細は省略します。その大綱は「OHSMS」の内容が略含まれています。

3.1 安全衛生方針[OSH　policy]

3.2 労働者の参加〔worker participation〕

3.3 責任と説明責任[responsibility and accountability]
3.4 能力及び教育[competence and training]

3.5 安全衛生マネージメントシステム文書[OSH management system documentation]

3.6 コミュニケーション[communicatitin]

3.7 初期[initial review]

3.8 安全衛生計画の作成とその[system planning development and　implementation]

3.9 安全衛生[OSH objectives]

3.10 危険有害要因の除去[hazard prevention]

3.10.1 除去及び管理対策[prevention and protective measures]

3.10.2 変更に対する管理[management of change]

3.10.3 緊急事態への[emergency prevention preparedness and response]

3.10.4 調達[procurement]

2.10.5 契約[contraction]

3.11 実施状況の調査及び[performance monitoring and measurement]

3.12 作業関連の負傷､不健康､疾病及び事故並びに安全衛生の実施状況に及ぼす影響についての調査

3.13 [auditing]

3.14 マネージメント[management review]

3.15 防止及び是正[preventive and corrective action]

3.16 継続的な[improvement]

用語集

・日常的な調査(Active conitoring)

・監査(Audit)

・権限ある機関Competent institution)

・能力を有する者(Competent person)

・継続的な改善Continual improvement)

・請負者(Contractor)

・使用者(Employer)

・危険有害要因(Hazard)

・危険有害要因の評価(Hazard assessment)

・事故(Incident)

・組織(Organization)

・問題点に対する調査(Reactive monitoring)

・リスク(Risk)

・リスクの評価(Risk assessment)

・安全衛生代表(Safety and Health representative)

・作業環境の監視(Surveillance)

・労働者(Worker)

・労働者の健康の監視(Worker health surveillance)

・労働者の代表(Worker representative)

・労働者及びその代表(Workers and their representative)

・作業に関連した負傷、不健康及び職業性疾病(Work-related injuries ill health and diseases)

・作業現場(Worksite)
参考

　ILO条約及び勧告

　ILOコードオブプラクティス

関連の出版物

アジア太平洋地域におけるOSHMS

アジア太平洋地域等の各国のOSHMSについての取り組み

アジア太平洋地域各国のOSHMSの認証システム

について示されています｡

あとがき

「OHS・ＭＳへの招待」と題して、この制度の概略を説明いたしましだ。まだ、発足して漸く1年が過ぎたところです。また、世界的にも「ISO」から「ILO」へバトンタッチし､OHSAS等の内容においても進行中の過程があります。

この制度は、システム化が大きな柱になつていますから、企業の中においても、組織の一環としてその効果を発揮するようにしなければなりません。その意味では､私は「リスクアセスメント、システム監査」に着目しております。この制度が一日も早く軌道に乗ることを期待するものです。

私も、ＯＨＳ・ＭＳの浸透に対して､意欲的に取り組んでいきたいと考えています。ご支援、ご鞭撻を願っています。以下､私の略歴を紹介させていただきます。

「私の略歴」

　　出身地　群馬県高崎市　　現住所　埼玉県大宮市

　　所属　（社）日本労働安全衛生コンサルタント会会員

（社）東京電気管理技術者協会会員､他
国家資格　技術士（電気部門）科学技術庁長官登録

　　　　　労働安全コンサルタント　労働大臣登録

　　　　　電気主任技術者（第2種）　通商産業省

　　　　　無線技術士（第1級）　郵政省

「主な経歴」

　昭和51年まで、日本電信電話公社において､無線・電力設備の「設計､建設､保全」の業務及び管理業務に従事

　昭和51年から、（社）東京電気管理技術者協会会員となり、埼玉支部技術安全委員長（8年）､本部新入会員

　講習会講師（約20年）、この間､通商産業大臣賞受賞､他多数､現在､保安管理業務。

（社）日本労働安全衛生コンサルタント会会員となり、各種委員会委員､機関紙「安全衛生コンサルタント」
編集委員10年、総務委員､埼玉支部副支部長、埼玉労働基準連合会､基準協会等の各種講習会の講師「安全管理
者、安全衛生推進者、新入社員講習会、粉じん､電気溶接、ＶＤＴ、低圧電気の特別教育等」その他企業の安全教育の講師。

現在､本部総務委員、OHSMSシステム監査員「認定」､安全衛生サービス機関（安全診断等）登録「中災防」､その他
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